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１．16年９月中間期の連結業績（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

(1) 連結経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 
 
16年９月中間期 
15年９月中間期 

百万円   ％
12,294        (2.9)
11,953    （△5.8）

百万円   ％
394       (28.2)
307    （△41.0）

百万円   ％
350      (268.6)
95    （△71.7）

16年３月期 27,404    （△1.0） 1,830      （9.2） 1,463       (10.2)
 

 
中間(当期)純利益 
又は純損失（△） 

１株当たり中間（当期） 
純利益又は純損失（△） 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 
16年９月中間期 
15年９月中間期 

百万円   ％
148         (－)
△5   （△103.2）

円   銭
10      91 
△0      40  

円   銭
－      －  
－      －  

16年３月期 774       (29.7) 54      16 －      － 
(注)①持分法投資損益 16年9月中間期 －百万円  15年9月中間期 －百万円  16年3月期 －百万円 
②期中平均株式数(連結) 16年9月中間期 13,653,237株 15年9月中間期 13,827,661株 16年3月期 13,742,186株 
③会計処理の方法の変更   無 
④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益又は純損失(△)におけるパーセント表示は、対前年中
間期増減率 

 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本
 
16年９月中間期 
15年９月中間期 

百万円 
27,034 
26,031       

百万円
20,150 
19,488     

％ 
74.5 
74.9   

円   銭
1,476      01 
1,426      76 

16年３月期 28,492 20,236 71.0 1,479      73 

(注)期末発行済株式数(連結) 16年9月中間期 13,652,196株 15年9月中間期 13,659,076株 16年3月期 13,655,206株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

 
16年９月中間期 
15年９月中間期 

百万円 
382 
376       

百万円
△560 
△1,090      

百万円 
△289 
△476       

百万円
6,408 
5,800      

16年３月期 1,631 △1,303 △479 6,826 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 ６社   持分法適用非連結子会社数 －社   持分法適用関連会社数  －社 
 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) －社   (除外) －社   持分法 (新規) －社   (除外) －社 
 

２．17年３月期の連結業績予想（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 
通  期 

百万円
28,000      

百万円
1,620     

百万円
860      

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）62円98銭 
※上記の業績予想は、現時点における情報に基づき作成したものであり、実際の業績は市場の需要動向等様々な要
因によって予想とは異なる結果となる可能性があります。 

http://www.nippon-antenna.co.jp/
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１．企業集団の状況 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本アンテナ株式会社）及び、子会社８社により構成されており、

事業は通信用・自動車用・テレビ受信用等各種アンテナ及び映像通信用電子機器の製造販売と、電気通信工事並びにこれ

に付帯する事業を営んでおります。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業にかかる位置付け並びに事業のセグメント情報との関連は、次

のとおりであります。 

区 分           事 業 内 容          会 社 名           

製 造         
ア ン テ ナ 及 び          

映像通信用電子機器 

当社 

石巻アテックス(株) 

ニッポンアンテナ（フィリピン），ＩＮＣ. 

上海日安電子有限公司 
製
品
製
造
事
業 

販 売         
ア ン テ ナ 及 び          

映像通信用電子機器 

当社 

ニッポンアンテナ（ヨーロッパ）ＧｍｂＨ 

ニッポンアンテナ（アメリカ）,ＩＮＣ. 

ニッポンアンテナ（フィリピン）,ＩＮＣ. 

上海日安電子有限公司 

工

事

事

業 

電 気 通 信 工 事         

ＣＡＴＶ工事 

電波障害対策工事 

衛星放送受信工事 

当社 

ニチアンＣＡＴＶ（株） 

 

その他 賃貸業他 
ＮＡＣデベロップメントコーポレーション 

マーリン・エアリアルズ・リミテッド 

以上の当社グループについて図示すると次のとおりであります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

※１石巻アテックス㈱ 

(アンテナ・映像通信用電子機器の製造) 

国 内

製造会社

※１ニッポンアンテナ(フィリピン)，ＩＮＣ．
(アンテナ・映像通信用電子機器の製造・販売）

海 外

製造・販売会社

※２ＮＡＣデベロップメントコーポレーション

土地保有会社 土地提供

販売会社

 
 
 
 
 
 
 

製

 
 
 

造

日
本
ア
ン
テ
ナ
㈱ 

 

販 
 
 
 

売 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

電
気
通
信
工
事 

（国内ユーザー） （海外ユーザ

製品 製品

製品

ー） 

※１ニチアンＣＡＴＶ㈱ 

電気通信工事 工事

※１上海日安電子有限公司 
(アンテナ・映像通信用電子機器の製造・販売）

製品

※２マーリン・エアリアルズ・リミテッド

※１ﾆｯﾎﾟﾝｱﾝﾃﾅ(ﾖｰﾛｯﾊﾟ) ＧｍｂＨ 
※１ニッポンアンテナ(アメリカ),ＩＮＣ 

 

（注）※１ 連結子会社 

※２ 非連結子会社 
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２．経営方針 

（１）基本方針 

    当社グループは、急速な進展を見せている情報化社会において、各種アンテナ・関連機器およびＣ

ＡＴＶ・通信システム工事などの幅広い事業分野で、独自技術による良質の製品、サービスを提供し、

「高度情報通信社会の構築と発展に貢献する」ことを経営理念のひとつとしており､社会的な評価を得

て事業の発展を遂げ、継続的に企業価値を高めていくことを基本方針としております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

    当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと位置付け、収益性の向上と財務体質

の強化に努めることにより長期にわたり安定的な配当を続けることを基本方針としております。概ね

30％の配当性向を目標とし、経営環境、内部留保の充実等を含め総合的に勘案して配当する方針であ

ります。 

    なお、内部留保資金につきましては、業容拡大のための設備・研究開発投資、販売拠点網の充実や

新規市場開拓等に対し積極的に有効活用してまいりたいと考えております。 

 

（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針等 

    当社は､投資単位の引き下げが個人投資家層の拡大や株式流通の活性化に有効であると認識してお

ります。当社株価の推移・株主数・投資単位引き下げにかかる費用や効果等を勘案し､最適な時期・方

法等を見極めつつ、今後とも検討してまいります。 

 

（４）中長期的な会社の経営戦略 

    アンテナ部門、映像通信用電子機器部門、電気通信工事部門をコア事業と位置付け、光やデジタル

化等の情報通信分野の技術革新、ＩＴＳやテレマティックス等の新しいシステムニーズ、放送と通信

の融合、インターネットを中心としたコンピューターネットワークの急速な普及等市場の変化に的確

に対応した製品・サービスを供給し、顧客満足・信頼を得ることにより、業容の拡大を図っていく方

針です。 

中期の経営方針として、以下の内容に取り組んでおります。 

① 他社より一歩先の製品化を目指した研究開発体制の確立・推進 

② 国内外販売体制の強化 

③ 品質・コスト・サービス面の競争力強化による顧客満足度の向上 

④ 社員が自己の能力を十分発揮しうる活力のある会社となるための、実力・実績主義の人事制度と

能力開発の重視 

⑤ 情報システム面の強化､内部管理体制の確立等による経営の効率化と体制の強化 

 

 

(５) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、①経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定と有効かつ効率的な業務遂行によ

る企業価値の向上、②株主に対する経営の透明性、③コンプライアンス重視、を目指したコーポレー

ト・ガバナンスを経営上の重要な課題と認識しております。 

当社は、取締役会を経営の基本方針および経営に関する重要事項の決定ならびに業務執行状況の監

視･監督を行う機関と位置付け、毎月1回の定例開催及びより機動的な臨時開催により、重要事項をす
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べて付議し、十分な情報・資料をもとに慎重な討議を経た上で決議を行っております。 

当社は監査役制度を採用しております。監査役会は３名で構成されており、常勤監査役１名、非常

勤の社外監査役２名であります。監査役は全員取締役会に出席し、また、常勤監査役については他の

業務執行に関する会議にも出席し、また、適切な監査も行っており、取締役の職務執行状況および当

社の業務遂行状況を十分監視できる体制となっております。 

また、内部統制の面では、内部監査室による計画的な監査の実施により、業務活動の妥当性や法令

等の遵守状況のチェックを行い、内部統制の徹底を図っております。さらに、コンプライアンスにつ

きましては、「コンプライアンス委員会」を設置し、コンプライアンス小冊子の作成等、法令遵守はも

とより、社会規範に即した誠実かつ公正で透明性の高い企業活動をより徹底するための活動を行って

おります。 

顧問弁護士とは、顧問契約に基づき経営判断に必要な法的アドバイスを受けております。また、会

計監査人には、通常の監査のほか、会計面でのアドバイスを受けております。なお、社外監査役２名

のうち１名には、当社が顧問契約をしている法律事務所の弁護士が就任しておりますが、他の１名に

つきましては、当社との利害関係は一切ございません。 

     

３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

当中間連結会計期間における世界経済は、原油価格の高騰等先行きに不安要素を抱えながらも、米

国経済の堅調な伸びやアジア・中国経済の景気拡大に支えられ、総じて堅調に推移しました。日本経

済も輸出や設備投資が増加し、また、雇用環境の改善及びオリンピックや猛暑により個人消費の回復

が見られる等、回復基調で推移しました。 

当業界におきましては、地上デジタル放送開始に伴うアナログ周波数変更対策関連業務の拡大やオ

リンピック効果による需要増加があったものの、ＣＡＴＶ関連の需要低迷、競争激化による全般的な

価格低下等により厳しい環境にありました。 

 このような状況の中、当社グループは、最盛期を迎えつつある地上デジタル放送関連業務に注力す

ると共に、上海工場（上海日安電子有限公司）２期工事着手、研究開発要員の増強等、シェアーの向

上、コスト競争力の強化、新製品の開発強化等に努めてまいりました。  

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は12,294百万円（前年同期比2.9％増）となり、利益面

につきましては、経常利益350百万円（同268.6％増）、中間純利益148百万円（同154百万円増）と

なりました。 

 

セグメント別の業績は次のとおりであります。 

(製品製造事業) 

当事業部門におきましては、テレビ受信用アンテナは、地上デジタル放送対策関連需要の増加やオ

リンピック効果等により順調に推移しました。車載用アンテナにつきましては、米国での販売が好調で

あったことより、前年同期比増収となりました。通信用アンテナにつきましては、携帯電話用アンテナ

の内蔵化による競争激化や価格低下の影響を受け、前年同期比減収となりました。 

また、映像通信用電子機器につきましては、ＣＡＴＶ関連電子機器の伸び悩みがあったものの、地

上デジタル放送対策関連需要の増加や家電量販店・ホームセンターへの販売が順調に推移したこと等に

より、前年同期比増収となりました。 

 これらの結果、当部門の売上高は、9,347百万円(前年同期比3.8%増)となりました。 
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（工事事業） 

当事業部門におきましては、ＣＡＴＶ関連工事の低迷等があったものの、地上デジタル放送対策関

連工事の売上増加等により、売上高は前年同期と同じ2,947百万円となりました。   

 

(２) 財政状態 

当中間連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は6,408百万円となり、

前連結会計年度末に比べ418百万円減少いたしました。 

 

  各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果増加した資金は、382百万円となりました。 

  これは主に、税金等調整前中間（当期）純利益、減価償却費や売上債権の減少等による増加と棚卸資

産の増加、仕入債務の減少や税金の支払等による減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   投資活動の結果減少した資金は、560百万円となりました。 

    これは主に、欧州研究開発施設の建設費用を中心とした有形固定資産取得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果減少した資金は、289百万円となりました。 

   これは主に、配当金の支払によるものであります。 

 

（３） 通期の業績見通し 

    今後の見通しにつきましては、国内外ともに景気の回復基調は継続するものと予想されますが、一方

で、原油価格の高騰、円高、中国の引き締め策やイラク情勢の混乱等不安要素もあり、景気減速を懸念

する声も高まっております。 

   当業界におきましても、地上デジタル放送関連業務に期待ができるものの、オリンピック効果がなく

なることやＣＡＴＶ関連の伸び悩み、企業間競争激化による全般的な価格低下等厳しい環境が続くもの

と思われます。 

   このような環境の中で、当社といたしましては、地上デジタル放送関連業務に注力すると共に、国内

外の営業体制の見直し･強化、中国上海現地法人（上海日安電子有限公司）での工場拡張及び研究開発施

設の建設計画、ヨーロッパ（ドイツ）における研究開発施設の完成等により、引き続き営業･生産･開発

の体制強化に努めてまいります。また、本年９月に事業開発室を新たに設置し、当社グループを取り巻

く環境の変化に対応し、さらなる発展のための事業基盤づくりを行っていく所存でございます。さらに、

コンプライアンス(法令遵守)が強く求められている今日、企業倫理の徹底を図るとともに、リスクマネ

ジメントを一層充実させてまいります。 

 

   なお、現時点での平成17年３月期の通期業績見通しにつきましては､次のとおりです。（括弧内は対前

期比） 

             【連結】            【単独】 

    売上高  ２８，０００百万円( ２.２％増)  ２７，５００百万円( ２.８％増)  

    経常利益  １，６２０百万円(１０.７％増)   １，６５０百万円(１５.９％増)  

   当期純利益     ８６０百万円(１１.０％増)        ９００百万円(１４.８％増) 
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＊ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の条件に基づい

ており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

その要因の主なものは、当社の事業領域をとりまく経済情勢、市場の動向、為替相場の変動等であり

ます。 
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【中間連結貸借対照表】 

 
前中間連結会計期間末 

（平成15年９月30日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成16年３月31日現在）

区分 金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）  

流動資産  

現金及び預金 5,801,900 6,408,077  6,839,724

受取手形及び売掛金 6,588,440 6,464,945  8,575,237

たな卸資産 5,439,649 5,890,648  4,867,599

繰延税金資産 305,861 306,740  341,833

その他 1,030,841 1,190,361  1,284,508

貸倒引当金 △21,867 △22,944  △27,751

流動資産合計 19,144,826 73.5 20,237,829 74.9 21,881,153 76.8

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 2,112,913 2,178,336  2,238,973

機械装置及び運搬具 878,288 1,004,158  928,691

土地 951,926 951,926  951,926

その他 982,318 1,201,387  1,008,600

計 4,925,446 18.9 5,335,809 19.7 5,128,191 18.0

無形固定資産 120,008 0.5 116,302 0.4 116,733 0.4

投資その他の資産  

投資有価証券 1,087,293 783,455  815,190

繰延税金資産 296,255 287,192  256,320

その他 550,532 295,801  308,147

貸倒引当金 △92,661 △21,997  △13,042

計 1,841,419 7.1 1,344,451 5.0 1,366,615 4.8

固定資産合計 6,886,874 26.5 6,796,562 25.1 6,611,540 23.2

資産合計 26,031,700 100.0 27,034,391 100.0 28,492,694 100.0
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前中間連結会計期間末 

（平成15年９月30日現在）

当中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

（平成16年３月31日現在）

区分 金額（千円） 
構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％） 
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）  

流動負債  

支払手形及び買掛金 4,040,636 4,546,509  5,566,004

未払法人税等 122,049 177,357  446,977

未払費用 185,911 202,904  190,547

賞与引当金 520,503 518,847  540,783

その他 856,069 522,155  614,682

流動負債合計 5,725,170 22.0 5,967,773 22.1 7,358,994 25.8

退職給付引当金 534,337 657,386  601,831

役員退職慰労引当金 276,150 250,570  287,490

その他 7,836 7,836  7,836

固定負債合計 818,323 3.1 915,792 3.4 897,157 3.2

負債合計 6,543,493 25.1 6,883,566 25.5 8,256,151 29.0

（資本の部）  

資本金 4,673,616 17.9 4,673,616 17.3 4,673,616 16.4

資本剰余金 6,318,554 24.3 6,318,554 23.4 6,318,554 22.2

利益剰余金 9,345,358 35.9 9,956,515 36.8 10,125,706 35.5

その他有価証券評価差額金 146,989 0.6 212,302 0.8 228,624 0.8

為替換算調整勘定 △447,529 △1.7 △455,287 △1.7 △558,065 △2.0

自己株式 △548,781 △2.1 △554,875 △2.1 △551,892 △1.9

資本合計 19,488,207 74.9 20,150,825 74.5 20,236,542 71.0

負債・資本合計 26,031,700 100.0 27,034,391 100.0 28,492,694 100.0
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【中間連結損益計算書】 

 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）

区分 金額（千円） 
百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％） 
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ.売上高 11,953,718 100.0 12,294,496 100.0 27,404,050 100.0

Ⅱ.売上原価 8,692,573 72.7 8,928,139 72.6 19,666,593 71.8

売上総利益 3,261,144 27.3 3,366,357 27.4 7,737,456 28.2

Ⅲ.販売費及び一般管理費 2,953,468 24.7 2,971,776 24.2 5,906,642 21.5

営業利益 307,675 2.6 394,581 3.2 1,830,814 6.7

Ⅳ.営業外収益  

受取利息 5,203 6,503  10,219

受取配当金 2,832 3,780  3,993

家賃収入 4,680 4,680  9,360

その他 28,041 32,602  59,468

計 40,757 0.3 47,568 0.4 83,040 0.3

Ⅴ.営業外費用  

売上割引 29,978 36,493  63,628

為替差損 221,061 54,835  354,623

その他 2,385 638  32,016

計 253,425 2.1 91,966 0.8 450,268 1.7

経常利益 95,007 0.8 350,183 2.8 1,463,586 5.3

Ⅵ.特別利益  

固定資産売却益 175 0.0 1,362 0.0 － －

Ⅶ.特別損失  

固定資産処分損 17,949 12,082  20,563

投資有価証券評価損 20,382 6,662  20,382

ゴルフ会員権評価損 － 7,600  －

計 38,332 0.3 26,344 0.2 40,946 0.1

税金等調整前中間（当期）純利益 56,851 0.5 325,201 2.6 1,422,640 5.2

法人税、住民税及び事業税 134,836 1.1 160,894 1.3 772,366 2.8

法人税等調整額 △72,432 △0.6 15,338 0.1 △124,520 △0.4

中間（当期）純利益又は純損失(△) △5,552 △0.0 148,968 1.2 774,794 2.8
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【中間連結剰余金計算書】 

 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）

前連結会計年度の 

要約連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

資本剰余金期首残高       

資本準備金期首残高 6,318,554 6,318,554 6,318,554 6,318,554 6,318,554 6,318,554

資本剰余金中間期末（期末）残高  6,318,554  6,318,554  6,318,554 

（利益剰余金の部）       

利益剰余金期首残高  9,674,425  10,125,706  9,674,425 

利益剰余金増加高       

中間（当期）純利益 － － 148,968 148,968 774,794 774,794 

利益剰余金減少高       

中間純損失 5,552  －  －  

配当金 291,113  286,759  291,113  

役員賞与 32,400 329,066 31,400 318,159 32,400 323,513 

利益剰余金中間期末（期末）残高  9,345,358  9,956,515  10,125,706 
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【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 56,851 325,201 1,422,640 

減価償却費 370,321 362,238 803,156 

投資有価証券評価損 20,382 6,662 20,382 

退職給付引当金の増減額 61,762 55,555 129,256 

役員退職慰労引当金の増減額 5,870 △36,920 17,210 

賞与引当金の増減額 △4,876 △21,936 15,403 

貸倒引当金の増減額 △2,363 3,676 △76,082 

受取利息及び受取配当金 △8,036 △10,284 △14,212 

為替差損益 1,688 △217 △292 

固定資産処分損 17,773 10,719 20,563 

ゴルフ会員権評価損 － 7,600 － 

売上債権の増減額 1,281,601 2,238,120 △1,015,718 

たな卸資産の増減額 △431,453 △964,126 112,437 

仕入債務の増減額 △884,004 △1,142,605 674,813 

役員賞与の支払額 △32,400 △31,400 △32,400 

その他 203,710 1,870 139,563 

小計 656,826 804,155 2,216,721 

利息及び配当金の受取額 6,459 9,047 14,212 

法人税等の支払額 △287,109 △430,482 △599,290 

営業活動によるキャッシュ・フロー 376,176 382,720 1,631,643 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出 △410,879 △600 △1,198 

有形・無形固定資産の取得による支出 △664,236 △566,051 △1,296,305 

有形・無形固定資産の売却による収入 765 1,032 2,455 

貸付による支出 △24,037 △3,470 △24,086 

貸付金の回収による収入 7,858 8,556 15,262 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,090,528 △560,532 △1,303,872 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △184,987 △2,982 △188,098 

配当金の支払額 △291,113 △286,759 △291,113 

財務活動によるキャッシュ・フロー △476,100 △289,741 △479,211 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △24,935 48,795 △37,725 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,215,388 △418,758 △189,166 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 7,016,002 6,826,835 7,016,002 

Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 5,800,613 6,408,077 6,826,835 
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

(1) 連結子会社の数 ５社 (1) 連結子会社の数 ６社 (1) 連結子会社の数 ６社 １．連結の範囲に関する事

項 連結子会社は、石巻アテッ

クス㈱、ニチアンＣＡＴＶ

㈱、ニッポンアンテナ（フィ

リピン）,INC.、ニッポンア

ンテナ（ヨーロッパ）GmbH、

ニッポンアンテナ（アメリ

カ）,INC.であります。 

連結子会社は、石巻アテッ

クス㈱、ニチアンＣＡＴＶ㈱、

ニッポンアンテナ（フィリピ

ン）,INC.、ニッポンアンテナ

（ヨーロッパ）GmbH、ニッポ

ンアンテナ（アメリカ）,INC.

上海日安電子有限公司であり

ます。 

連結子会社は、石巻アテッ

クス㈱、ニチアンＣＡＴＶ

㈱、ニッポンアンテナ（フィ

リピン）,INC.、ニッポンア

ンテナ（ヨーロッパ）GmbH、

ニッポンアンテナ（アメリ

カ）,INC.上海日安電子有限

公司であります。 

上記のうち、上海日安電子

有限公司については、当連結

会計年度において新たに創

業を開始したため、連結の範

囲に含めることといたしま

した。 

 (2) 非連結子会社の名称等 (2) 非連結子会社の名称等 (2)非連結子会社の名称等 

 非連結子会社は、マーリ

ン・エアリアルズ・リミテッ

ド、ＮＡＣデベロップメント

コーポレーション、上海日安

電子有限公司であります。 

非連結子会社は、マーリ

ン・エアリアルズ・リミテッ

ド、ＮＡＣデベロップメント

コーポレーションでありま

す。 

同左 

 （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社３社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。 

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社２社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであり

ます。 

（連結の範囲から除いた理由）

 非連結子会社２社は、いずれ

も小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等はいずれ

も連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。 

２．持分法の適用に関する

事項 

 非連結子会社３社は、いずれ

も中間連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法を適用してお

りません。 

 非連結子会社２社は、いずれ

も中間連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法を適用してお

りません。 

 非連結子会社２社は、いずれ

も連結純損益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないた

め、持分法を適用しておりませ

ん。 

３．連結子会社の中間決算

日（決算日）等に関す

る事項 

 連結子会社の中間期の末日と

中間連結決算日は一致しており

ます。 

 連結子会社のうち上海日安電

子有限公司の中間決算日は、６

月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の

財務諸表を使用しております。

ただし、７月１日から中間連結

決算日９月30日までの期間に発

生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

連結子会社のうち上海日安電

子有限公司の決算日は、12月31

日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表

を使用しております。ただし、

１月１日から連結決算日３月31

日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

４．会計処理基準に関する

事項 

   

(1）重要な資産の評価基

準及び評価方法 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

イ．有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ロ．デリバティブ 
時価法 

ロ．デリバティブ 
同左 

ロ．デリバティブ 
同左 

 ハ．たな卸資産 
製品・材料・仕掛品 
 主として総平均法に基

づく原価法及び移動平均

法に基づく原価法であり

ます。 

ハ．たな卸資産 
製品・材料・仕掛品 
同左 

ハ．たな卸資産 
製品・材料・仕掛品 

同左 

 未成工事支出金 
 個別法に基づく原価法

であります。 

未成工事支出金 
同左 

未成工事支出金 
同左 

(2）重要な減価償却資産

の減価償却方法 

イ．有形固定資産 

親会社及び国内連結子会社

は定率法を、また、在外連結

子会社は所在地国の会計基準

の規定に基づく定額法を採用

しております。 

ただし、親会社及び国内連

結子会社は、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属

設備を除く）は定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は、以

下の通りであります。 

建物及び構築物 

３～50年

機械装置及び運搬具 

２～11年

イ．有形固定資産 

同左 
イ． 有形固定資産 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

 ロ．無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利

用可能期間（５年）に基づく

定額法、その他の無形固定資

産については定額法によって

おります。 

ロ．無形固定資産 

同左 

ロ．無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上

基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

イ．貸倒引当金 

同左 

イ．貸倒引当金 

同左 

 ロ．賞与引当金 

親会社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の支

給に備えるため、支給見込額

に基づき計上しております。

ロ．賞与引当金 

同左 

ロ．賞与引当金 

同左 
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項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

 ハ．退職給付引当金 

親会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理すること

としております。 

また、国内連結子会社につ

いては、中小企業退職金共済

制度に加入しております。 

ハ．退職給付引当金 

同左 

ハ．退職給付引当金 

親会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理すること

としております。 

また、国内連結子会社につ

いては、中小企業退職金共済

制度に加入しております。 

 ニ．役員退職慰労引当金 

親会社は、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額を

計上しております。 

ニ．役員退職慰労引当金 

同左 

ニ．役員退職慰労引当金 

親会社は、役員の退職慰労

金の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計

上しております。 

(4）重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 



 

－  － 17

 

項目 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

(5）その他中間連結財務

諸表（連結財務諸表）

作成のための重要な

事項 

イ．消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。

イ．消費税等の会計処理方法 

同左 

イ．消費税等の会計処理方法 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な現金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な現金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

 

【注記事項】 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 

（平成15年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 

（平成16年９月30日現在） 

前連結会計年度 

（平成16年３月31日現在） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は8,044,667千円であります。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は8,511,816千円であります。 

１ 有形固定資産の減価償却累計額

は8,389,037千円であります。 

２ 担保に供している資産 ２ 担保に供している資産 ２ 担保に供している資産 
  

定期預金 1,286千円 
  

  

定期預金 12,889千円
  

上記に対する債務 

───── 

 
  

預り金 1,147 
  

     

３ 受取手形割引高は60,155千円で

あります。 

３ 受取手形割引高は60,181円であ

ります。 

３ 受取手形割引高は60,112千円で

あります。 

 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 
  

給料 999,696千円 

賞与引当金繰

入額 
294,565 

退職給付費用 114,204 

役員退職慰労

引当金繰入額 
14,460 

  

  

給料 1,027,922千円

賞与引当金繰

入額 
284,708 

退職給付費用 122,805 

役員退職慰労

引当金繰入額
12,920 

 

  

給料 2,007,178千円

賞与引当金繰

入額 
313,531 

退職給付費用 244,578 

役員退職慰労

引当金繰入額 
25,800 

  

 



 

－  － 18

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  

現金及び預金勘

定 
5,801,900千円 

担保に供してい

る定期預金 
△1,286 

現金及び現金同

等物 
5,800,613 

 

  

現金及び預金勘

定 
6,408,077千円

担保に供してい

る定期預金 
－ 

現金及び現金同

等物 
6,408,077 

  

  

現金及び預金勘

定 
6,839,724千円

担保に供してい

る定期預金 
△12,889 

現金及び現金同

等物 
6,826,835 

  

 

 

【有価証券関係】 

（前中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 

 
取得原価（千円） 

中間連結貸借対照表計上

額（千円） 
差額（千円） 

株式 265,031 512,864 247,833 

 
２．時価のない有価証券の主な内容 

前中間連結会計期間末（平成15年９月30日現在） 
 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 118,897 
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（当中間連結会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

 
取得原価（千円） 

中間連結貸借対照表計上

額（千円） 
差額（千円） 

株式 261,880 619,835 357,954 

 
２．時価のない有価証券の主な内容 

当中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 
 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 116,583 

 

（前連結会計年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 

 
取得原価（千円） 

連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 265,630 651,104 385,473 

 
２．時価のない有価証券の主な内容 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 
 

連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 118,894 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日）  

製品製造事業

（千円） 

工事事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結（千円）

売上高  

(1）外部顧客に対する売上高 9,006,525 2,947,192 11,953,718 － 11,953,718

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
9,681 － 9,681 (9,681) －

計 9,016,206 2,947,192 11,963,399 (9,681) 11,953,718

営業費用 8,280,297 2,886,744 11,167,042 478,999 11,646,042

営業利益 735,908 60,447 796,356 (488,680) 307,675

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日）  

製品製造事業

（千円） 

工事事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結（千円）

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 9,347,255 2,947,241 12,294,496 － 12,294,496

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
11,642 － 11,642 (11,642) －

計 9,358,897 2,947,241 12,306,139 (11,642) 12,294,496

営業費用 8,659,753 2,803,416 11,463,169 436,745 11,899,915

営業利益 699,144 143,825 842,969 (448,388) 394,581

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日）  

製品製造事業

（千円） 

工事事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結（千円）

売上高  

(1)外部顧客に対する売上高 19,109,746 8,294,303 27,404,050 － 27,404,050

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高 
20,961 － 20,961 (20,961) －

計 19,130,707 8,294,303 27,425,011 (20,961) 27,404,050

営業費用 17,168,676 7,511,440 24,680,117 893,118 25,573,236

営業利益 1,962,031 782,863 2,744,894 (914,080) 1,830,814

（注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分の方法は、アンテナ及び映像通信用電子機器の製品製造事業と、電気通信工事の設計・施工

等の工事事業に区分しております。 
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２．各事業区分に属する主要な品目 

事業区分 売上区分 主要品目 

アンテナ 
衛星用アンテナ・携帯電話用アンテナ・車載用アンテナ及び機器・通信用アンテナ

及び機器・テレビ受信用アンテナ 
製品製造 

映像通信用 

電子機器 

衛星放送受信用機器・ＣＡＴＶ用伝送機器・増幅器及び分配器等テレビ受信用各種

機器 

工事 電気通信工事 ＣＡＴＶ工事・ＣＡＴＶインターネット工事・衛星受信工事・電波障害対策工事 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は 488,402 千円、447,570 千円及び 915,145 千円であり、親会社本社

の総務部等の管理部門に係る費用であります。 

 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 
 

日本 

（千円） 

欧州 

（千円）

北米 

（千円）

アジア 

（千円）

計 

（千円）

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円）

売上高   

(1)外部顧客に対する売

上高 
10,094,576 1,177,204 606,547 75,390 11,953,718 － 11,953,718

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,853,386 4,767 1,112 1,090,516 2,949,782 (2,949,782) －

計 11,947,963 1,181,971 607,659 1,165,907 14,903,501 (2,949,782) 11,953,718

営業費用 11,321,573 1,240,940 586,097 940,400 14,089,011 (2,442,968) 11,646,042

営業利益又は営業損失

（△） 
626,390 △58,968 21,561 225,506 814,490 (506,814) 307,675

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 
  

日本 

（千円） 

欧州 

（千円）

北米 

（千円）

アジア 

（千円）

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

連結 

（千円）

売上高   

(1)外部顧客に対する売

上高 
10,147,993 1,071,297 987,828 87,376 12,294,496 － 12,294,496

(2)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,932,987 3,606 1,332 1,523,210 3,461,137 (3,461,137) －

計 12,080,981 1,074,903 989,161 1,610,587 15,755,634 (3,461,137) 12,294,496

営業費用 11,219,571 1,117,192 980,125 1,609,081 14,925,970 (3,026,055) 11,899,915

営業利益又は営業損失

（△） 
861,410 △42,289 9,035 1,506 829,663 (435,081) 394,581
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前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 
 

日本 

（千円） 

欧州 

（千円）

北米 

（千円）

アジア 

（千円）

計 

（千円） 

消去又は全

社 

（千円） 

連結 

（千円）

売上高   

(1)外部顧客に対する売上

高 
23,499,963 2,282,786 1,472,306 148,994 27,404,050 － 27,404,050

(2)セグメント間の内部売

上高又は振替高 
3,422,613 10,230 2,351 2,161,813 5,597,009 (5,597,009) －

計 26,922,577 2,293,016 1,474,658 2,310,807 33,001,059 (5,597,009) 27,404,050

営業費用 24,424,577 2,458,738 1,458,819 1,819,591 30,161,726 (4,588,490) 25,573,236

営業利益又は営業損失

(△) 
2,497,999 △165,721 15,839 491,215 2,839,332 (1,008,518) 1,830,814

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 
(1) 欧州…………ドイツ、イギリス 

(2) 北米…………アメリカ 

(3) アジア…………フィリピン、中国 

３．前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項

目に含めた配賦不能営業費用の金額は488,402千円、447,570千円及び915,145千円であり、親会社本社の

総務部等の管理部門に係る費用であります。 
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【海外売上高】 

  欧州 北米 アジア 
その他の 

地域 
計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,179,200 663,219 374,338 4,154 2,220,913

Ⅱ 連結売上高（千円）  11,953,718前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） Ⅲ 海外売上高の連結売

上高に占める割合

（％） 

9.9 5.6 3.1 0.0 18.6

  欧州 北米 アジア 
その他の 

地域 
計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,071,297 987,828 338,237 5,853 2,403,217

Ⅱ 連結売上高（千円）  12,294,496当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 
Ⅲ 海外売上高の連結売

上高に占める割合

（％） 

8.7 8.0 2.8 0.0 19.5

  欧州 北米 アジア 
その他の 

地域 
計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 2,285,152 1,559,085 694,953 16,107 4,555,297

Ⅱ 連結売上高（千円）  27,404,050前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） Ⅲ 海外売上高の連結売

上高に占める割合

（％） 

8.3 5.7 2.5 0.1 16.6

（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 
２．各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。 
(1) 欧州…………ドイツ、イギリス 

(2) 北米…………アメリカ 

 (3) アジア…………韓国、中国、フィリピン 

(4) その他の地域…………オーストラリア、ニュージーランド 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 



 

【１株当たり情報】 

前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

至 平成16年３月31日） 
  

１株当たり純資産額 1,426円76銭

１株当たり中間純損

失 
0円40銭

  

  

１株当たり純資産額 1,476円01銭

１株当たり中間純利

益 
10円91銭

  

  

１株当たり純資産額 1,479円73銭

１株当たり当期純利

益 
54円16銭

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、１株当たり

中間純損失が計上されており、また、

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日
至 平成16年３月31日）

中間（当期）純利益 

又は純損失（△）（千円） 
△5,552 148,968 774,794 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 30,400 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (30,400) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は純損失（△）（千円） △5,552 148,968 744,394 

期中平均株式数（株） 13,827,661 13,653,237 13,742,186 

【重要な後発事象】 

 該当事項はありません。 

 
【その他】 

該当事項はありません。 
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【生産、受注及び販売の状況】 
(1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（平成16年４月１日から 

平成16年９月30日まで） 

前年同期比（％） 

製品製造事業（千円） 9,454,755 112.6 

工事事業（千円） 2,947,241 100.0 

合計（千円） 12,401,996 109.3 

（注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
区分 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

製品製造事業 9,392,267 151.4 839,646 97.4 

工事事業 4,613,298 119.6 3,706,179 113.6 

合計 14,005,565 139.2 4,545,825 110.2 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

（平成16年４月１日から 

平成16年９月30日まで） 

前年同期比（％） 

製品製造事業（千円） 9,347,255 103.8 

工事事業（千円） 2,947,241 100.0 

合計（千円） 12,294,496 102.9 

（注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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